
【次世代育成支援レター】ＮＯ.１５ 

平成２４年８月 
 次世代育成支援対策に積極的に取り組み、各種の認定・認証を受けている当協会会員企業様の中から特徴的な

事例をご紹介するシリーズ、今回は社会福祉法人中心会様です。 

中心会様の取組み 

社会福祉法人中心会様（本部：海老名市、理事長：浦野正男様）は、昭和１７年（1942 年）に発足し、戦後は

戦災孤児等の保護を行なうための児童養護施設を運営し、昭和２８年（1953 年）に社会福祉法人の認可を受けて高

齢者福祉事業も展開し、現在では、児童養護施設を相模原市内で、各種高齢者福祉施設を海老名市内の４つの拠点

で運営しています。 

職員約 440 名、仕事柄から女性職員が４分の３を占める職場ですが、その女性職員の年齢構成はＭ字型で、若

い世代と子育てを終えた中高年世代が多く、その間の子育て世代が少なくなっています。多くの組織で見られる

傾向です。 
しかし、福祉の業界は慢性的な人手不足であり、中心会様ではＭ字型の凹部分を埋めようと努力し、女性

職員が出産・育児などで退職してしまわないよう「働きやすい職場環境づくり」を進めているそうです。「せ

っかく始めた仕事ですから、皆さんには長く勤めて頂きたい」、中心会様はそう考え、そのためのバックアップ

を行っています。 

具体的には、平成２０年（2008年）春に最初の「事業主行動計画」を策定・届出し、同年８月には「神奈

川県子ども・子育て支援推進条例」に基づく認証を取得しました。法人パンフレットでは、次のようにその内容

を紹介しています。 

 

 まず基本として、法令上定められている諸制度の職員への周知徹底と利用促進を図り、女性職員が出産・育児

を理由に退職することなく、安心して育児休業を取ることができます。また、育児休業後も家庭から復帰しやす

い職場づくりを目指しているそうです。加えて中途採用を積極的に推進し、Ｍ字型の凹部分を埋めようとしてい

ます。そのほか、人材の定着化を図るために、キャリアアップ・資格取得の奨励策も積極的に進めています。 



また、特徴的な取組みとして、行動計画や認証の内容をポスターやホームページで積極的に公表して、その活

用を図っている点があります。ホームページでは次のとおりです。 

 
年間に２～３名の育児休業取得者があることから、毎年３月３１日に行う新人歓迎会兼職員送別会には、育児

休業中の職員に子供連れで参加してもらうことが恒例になっており、制度周知や利用促進、家庭から帰って来や

すい職場づくりにつながっているようです。 

 
そのほか、過去に導入してきた主な制度は次のとおりです。 

○雇用形態のシフト制度 

個々のライフスタイルに合わせて、働き方が変更できます。 

○計画年休制度 

採用日から年間２０日間の有給休暇が与えられます。年度内に完全消化が原則です。２０日間のうち１５日 

間は計画年休として長期休暇（７日連続など）を取得できます。残りの５日間は１時間単位で取得できます。 

○配偶者出産時の慶弔休暇（２日間・有給） 



中心会様の現在の行動計画 

第２期：平成２３年４月１日から２年間 
【目標１】計画期間内に、育児休業の取得状況を次の水準以上にする。 

男性職員…計画期間内に１人以上取得すること。 

女性職員…育児休業取得率を７０％以上とすること。 

＜対策＞ 

①男性も育児休業を取得できることについて、法人内広報誌（職員報）を使用し、引き続き周知をはかる。 

②本行動計画を、法人ホームページに掲載し、取り組みの計画的な推進を内外に明らかにする。 

③育児休業制度について、職員向けリーフレットの内容の見直しを行う。 

④期間中、育児休業取得を検討中または、育児休業取得中の職員に対し個別にきめ細かい対応を行う体制をと

り、より育児休業をとりやすい環境を整える。また、育児休業を取得した職員から、育児休業制度に対する 

要望・希望を聞き取り、今後の制度見直しにつなげる。 

【目標２】前行動計画期間中に、小学生未満の子を持つ職員が、希望する場合に利用できる短時間勤務制度を導

入することができた。この制度を導入していることを職員に対しさらに周知を行う。 

＜対策＞ 

①法人内広報誌（職員報）を使用し引き続き周知を図る。 

②期間中、育児短時間勤務制度利用を検討中または、育児短時間勤務制度利用中の職員に対し、個別にきめ細

かい対応を行う体制をとり、より育児休業をとりやすい環境を整える。また、育児休業を取得した職員から、

育児休業制度に対する要望・希望を聞き取り、今後の制度見直しにつなげる。 

 

中心会様では、福祉サービスの品質を管理し保証するための国際標準規格 ISO9001 認証取得を行っています。 

この品質マネジメントシステムを運用・維持することによって、全事業所の利用者の方々の満足度向上やリスク

管理に役立たせています。このことは、人を大事にし、利用者の方々だけでなく、職員にも「自分らしく充実し

た生活が送れるように支援」する法人の姿勢がうかがえます。 

 

 
＜個別相談の実施＞ 

次世代法に関する「行動計画の策定・届出」「認定・認証の取得」などについて、ご要望をいただければ、次

世代育成支援対策推進員（特定社会保険労務士）がお伺いして個別相談にお応えいたします。お気軽にご連絡く

ださい。 

神奈川県経営者協会 TEL 045-671-7060 




